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令和６（2024）年度 事業報告 
（2024 年 4 ⽉ 1 ⽇から 2024 年９⽉ 30 ⽇まで） 
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1. 難⺠⾼等教育事業 
【事業⽬的】⽇本で暮らしている難⺠や、難⺠の状況となって国外から⽇本に受け⼊れら
れた⼈々の内、進学機会の限られている⼈々に対して、奨学⾦の供与を通じて⾼等教育の
機会を提供する。 
【裨益者】難⺠の背景を持ち⾼等教育を受ける奨学⽣ 12 名 
【事業概要及び成果】 
（ア）奨学⾦基⾦の運⽤ 

資産運⽤担当理事が、前年度に⾒直しを⾏った運⽤⽅針に基づいて、資産運⽤アドバイ
ザーの助⾔の下、奨学⾦基⾦の運⽤を⾏い、本事業実施に⼗分な運⽤益を確保した。 

 
（イ）奨学⾦の供与 

本年度は奨学⽣ 12 名に、⼤学学費を学期毎に奨学⾦として⽀給、⼤学への納付を⾏っ
た。さらに⼤学の休業期間を除く５か⽉間、学年及び経済状況に応じて、⽣活費補助の奨
学⾦を⽀給した。 

 
（ウ）モニタリング 

本年度奨学⽣より、毎⽉⽉報の提出により学業、⽣活、キャリア形成について報告を受
けると共に、年度内に⾯会またはオンラインによる⾯談を⾏った。 
 
（エ）2024 年度奨学⽣の募集 

2025 年度奨学⽣募集告知を 2024 年 8 ⽉ 16 ⽇より開始し、９⽉ 13 ⽇には第１回のオ
ンラインによる説明会を実施し計 70 名が参加登録した。 

 
2. 難⺠等受け⼊れ⾃⽴⽀援事業 
【事業⽬的】世界各地で難⺠の状況となっている⼈びとを⽇本に受け⼊れ、難⺠が⽇本社
会の⼀員として⾃⽴し活躍していくことを⽀援し、また難⺠や国際的な難⺠保護に対する
社会の正しい理解を促進する。 
① ⽇本への受⼊れ事業 

国外から⽇本に難⺠等を受け⼊れ、⽇本語学校及び⼤学での⽇本語習得と進学または就
職に⾄るまでの進路指導を通じて、安定した尊厳ある⽣活の実現を⽀援する。 

【裨益者】難⺠の背景を持つ若者 184 名（本年度までに受け⼊れた学⽣及び帯同家族総数） 
【事業概要及び成果】 
(ア) 2024 年度新⼊⽣の受け⼊れと⽣活⽴ち上げ⽀援 

2023 年度に公募の上選考したシリア、アフガニスタン及びウクライナ出⾝の難⺠等
を、⽇本語学校パスウェイズ・プログラムにて留学⽣として受け⼊れを⾏い、来⽇時
2024 年 4 ⽉の来⽇にオリエンテーション及び⽣活⽴ち上げ⽀援を実施した。 
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2024 年 4 ⽉：⽇本語学校パスウェイズ シリア８期⽣６名、アフガニスタン 3 期⽣ 6 名
及びウクライナ３期⽣５名、計 17 名 
 
留学⽣の来⽇に際して、先輩学⽣が講師となる

オリエンテーションを 1 ⽇かけて実施し、各国の
⺟語も⽤いて、⽂化・習慣、⾷事・買い物、アル
バイト探しと仕事、⽇本語学習、モチベーション
の維持、キャリア等について実体験に基づいた豊
富な情報が共有された。その後さらに 3 ⽇間、資
料 3 の各項⽬について、当団体スタッフ及び外
部講師によるオリエンテーションを実施し
た。 

 
また、パートナー団体や企業、⽀援者、先輩学⽣

等を招いての歓迎会を開催し、⽇本社会としての歓
迎を伝える伝えるとともに、⽇本での⼈的ネットワ
ーク形成の機会を提供した。 

（受け⼊れ教育機関については資料 1.、また各教
育機関と当団体が⾏う⽀援内容については資料 2.を
参照。） 

 
(イ) ⽇本語学校・⼤学での⽇本語教育と定期⾯談 
 本年度は、パートナーの⽇本語学校 11 校及び 16 ⼤学で、以下の各国、各期の留学
⽣に対して⽇本語教育及び⾼等教育が実施された。 

また、⽇本語学校⽣については四半期毎に定期⾯談を実施すると共に、⼤学⽣は年
１回の定期⾯談または受け⼊れ教育機関を通じたモニタリングを⾏い、さらに個別教
育機関との定期協議やネットワーク会合等を通じて各学⽣の状況を把握し、必要な対
応を⾏った。また後述の学⽣リユニオン等の機会にも学⽣達を集めて、ワークショッ
プ形式で悩みや課題等の把握に努め、在留資格、⽣活、学業、進路等の各課題につい
て助⾔やサポートを⾏った。 
【シリア学⽣】 
⽇本語学校 5 期⽣ 3 名、⽇本語学校６期⽣ 2 名、7 期⽣ 5 名、８期⽣ 6 名、⼤学 3-6 期
⽣：4 名、計：20 名 
【アフガニスタン学⽣】 
⽇本語学校 1 期⽣ 1 名、2 期⽣ 3 名、３期⽣ 6 名 計：10 名 

2024 年度シリア学⽣の来⽇時の様⼦ 

2024 年度受け⼊れ学⽣歓迎会の模様 
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【ウクライナ学⽣】 
⽇本語学校１期⽣：4 名、⽇本語学校２期⽣ 5 名、⼤学 1 期⽣：52 名、⼤学 2 期⽣ 10
名、⼤学 3 期⽣：11 名、 計：82 名 
合計：119名 
 
(ウ) キャリア形成とネットワーキング⽀援 
 2024 年６⽉に⼤学⽣向けの就活説明会を開催し、参加者 17 名がレクチャーや卒業⽣
からの経験共有を通じて⽇本の新卒採⽤制度への理解を深め、⾃⼰分析を完了できる
よう機会を提供した。また、後述の企業交流会に参加して企業とのネットワーキング
の機会を提供したほか、個別企業が開催するインターン説明会、企業説明会の情報を
提供し、関⼼を持つ学⽣に応募の機会を提供した。また、就活セミナー及びメンター
シップについても応募を促し、さらに実践的な就活準備が⾏えるよう機会を提供した。 

 
(エ) 卒業⽣のモニタリングと進路 

2023 年度以前に受け⼊れられ、⽇本語学校や⼤学を卒業または中退したシリア⽇本
語学校 1-7 期⽣及び⼤学 1-2 期⽣ 3 名、アフガニスタン１期⽣ 2 名、ウクライナ⽇本語
学校１期⽣ 43 名を対象にモニタリングを⾏い、特に就職活動、進学準備中の卒業⽣に
対して、情報提供や助⾔、必要な場合には進路相談のための⾯談を実施した（以上は第
三国在住者を除く）。 

 
(オ) 国外在住の難⺠等より学⽣の募集と選考 

2025 年度受け⼊れ学⽣について、シリア、アフガニスタン及びウクライナ出⾝の難
⺠等を計 24 名の定員にて 7 ⽉より公募し、オンラインにて各国出⾝者向けに７−８⽉
にかけて説明会を実施した。その後８⽉２⽇-22 ⽇に募集を⾏い、シリア出⾝者 197 名、
アフガニスタン出⾝者 988 名及びウクライナ出⾝者 164 名の応募があった。そして８⽉
23 ⽇から９⽉にかけて書類選考を実施した。 
 
(カ) 企業、市⺠社会組織、政府機関等とのパートナーシップ 
【企業】 
 企業交流会を通じて、受け⼊れ学⽣へのイ
ンターンシップ提供や採⽤に関⼼を持つ企業
とのパートナーシップを拡⼤し、以上をきっ
かけにインターン等として受け⼊れ学⽣を採
⽤したがする企業が３社あった。 
【市⺠社会組織】 
 前年度までと同様、⽇本国際基督教⼤学財団  企業交流会の模様から 
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とは、事業実施パートナーとして協同で受け⼊れ・⾃⽴⽀援事業を実施した。また、シ
リア学⽣の受け⼊れに際しては、国際協⼒機構（JICA）の元シリア派遣シニア・ボラ
ンティア等で構成されるシリア OV 会とのパートナーシップに基づき、同会がメンバー
との交流や、⼩学校の総合学習の時間での講演等の機会を提供した他、同会メンバーが
ボランティアとして⼤学受験準備のための補修授業等をシリア学⽣に提供した。またウ
クライナ学⽣の受け⼊れでは、（特活）⽇本ウクライナ友好協会 KRAIANY とのパート
ナーシップの下、同協会が⽣活上の様々な相談への対応や、情報提供を⾏った。またメ
ンタルヘルスのオリエンテーション実施に際しては、（特活）TELL の協⼒を得た他、
就活に関する講義、相談等において（特活）WELgeeの協⼒を得た。 
【政府機関】 
 留学⽣の査証及び在留資格の申請に際しては、所管の外務省、各国在学公館及び出⼊
国在留管理庁との調整を⾏った。また⽇本語教育に関しては⽂部科学省⽇本語教育課に
適時報告を⾏う等密接に連携して事業を実施した。また、ウクライナ学⽣受け⼊れに際
しては⽂部科学省⾼等教育局とも連絡・調整を⾏い、同省より後述の⽇本教育パスウェ
イズ・ネットワーク（JEPN）の定期会合にオブザーバー参加があった。 

 
② 就労・⾃⽴⽀援 
【事業⽬的】シリア、アフガニスタン、ウクライナ等の難⺠等で、就労に必要な⽇本語⼒
及びその学習機会を⽋いている⼈々を対象に、⽇本語講座の機会を提供する。さらに、就
職活動に必要なスキルを⾝に着けるため、就職カウンセリング及びセミナー等を開催する。 
【裨益者】⽇本語講座受講者のべ 12 名、就活メンターシップ参加者 20 名、計 32 名 
【事業概要】 
（ア） アフガニスタン退避者等への⽇本語講座 
 ⽇本語を学ぶ機会のないアフガニスタンの難⺠等に対して、「しごとのための⽇本語講
座（初級）」及び「⽇本語能⼒試験 N3 対策講座」をオンラインにて提供した。対象者は公
募の後、就労・⾃⽴⽀援対象者選考委員会が書類審査によって選考を⾏い、初級講座に  
６名、N3 対策講座に 6 名が受講⽣として選定され、経験豊富な⽇本語教師によるオンライ
ン授業にて学習した。 
 
しごとのための⽇本語講座ターム２ 
実施時期：2024 年 4 ⽉〜2024 年 6 ⽉ 
参加⼈数：6 名（オンライン）  
授業内容：初級 II30時間、フォローアップ講座 6時間 
N3 対策講座クラス①ターム１ 
実施時期：2024 年 7 ⽉〜2024 年９⽉ 
参加⼈数：６名（オンライン） 
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クラス内容：⽇本語能⼒検定試験N3 受験のための対策 I、II各 30時間 
 
（イ） 就活メンターシップ 
 就職活動を⾏っている難⺠等を対象に、キャリア相談と⾯接演習及び履歴書改善の助⾔
を⾏う就活メンターシップを、７⽉から９⽉にかけて実施した。対象者は公募の後、就
労・⾃⽴⽀援対象者選考委員会が書類審査によって選考を⾏い、20 名が参加者として選考
された。 
 参加者はオンラインにてプロボノのビジネスパーソンからキャリアに関する助⾔を得る
と共に、履歴書の改善や、⾯接でのやり取りの改善のための助⾔を受けることができた。 
 
③ 普及・啓発事業 
 本事業及び市⺠社会主導の難⺠受け⼊れの必要性と意義について発信し、社会の理解の
向上に寄与する。 
【裨益者】難⺠受け⼊れに関⼼を持つ市⺠、教育機関、企業、⾏政等 
【事業概要】 

(ア) ウェブサイト等での定期発信 
 団体ウェブサイト及び Facebook 等の SNS 及びメールマガジンを通じて、⽉に 1-2
回、各事業の進捗や、難⺠避難⺠受け⼊れに関する団体の⾒解などを⼀般市⺠及び当
団体パートナー組織や⽀援者等に対して発信した。 
 
(イ) メディアを通じた発信 

   難⺠等留学⽣の出⾝奥における政変発⽣の記念⽇等に団体としてメディア向けの情
報発信を⾏った他、メディアからの役職員及び受け⼊れ留学⽣・卒業⽣への取材依頼
等に対応し、難⺠等の受け⼊れの必要性と意義について広く社会に発信した。 
メディアを通じた発信の詳細については資料５.を参照。 

 
(ウ) セミナー・シンポジウム開催、講演 

教育パスウェイズ・グローバルタスクフォース（Global Taskforce on Third Country 
Education Pathways, GTF）の運営メンバーとして、６⽉ 26-28 ⽇に⽶国ワシントン
D.C.で開催された第３回「実践者コミュニティの会合（Community of Practice）」の
運営に携わり、代表理事が出席の上で各国政府、教育機関、財団、NGO 等関係者約
60 名に対して、⽇本の事例を共有すると共に、意⾒交換を⾏った。 
 その他、講演・シンポジウム等開催の詳細については資料６.を参照。 
 
(エ) 難⺠等に関わる国内外の会合やネットワーク団体への参加 
【教育パスウェイズ・グローバルタスクフォース（GTF）】 
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メンバーとしてオンラインで隔⽉の定期会合に参加した他、また上述の⽶国で開催
の「実践者コミュニティ会合」及び同時に⾏われたタスクフォースの対⾯会合に出席
した。また、合同アドボカシー・ワーキンググループのメンバーとして、グローバル
な教育パスウェイズ促進のための計画⽴案に従事した。 
【（特活）なんみんフォーラム】 
メンバーとして各種会合に参加した。 

【⽇本 UNHCR-NGO評議会（J-FUN）】 
メンバーとして各種会合に参加した。 

【アフガニスタン退避者受け⼊れコンソーシアム（AFA）】 
メンバー団体として運営に携わり、アフガニスタン退避者の⾝元保証⼈等との情報
交換のための定期会合を隔⽉した他、政府の難⺠及び補完的保護者への定住⽀援プロ
グラムを実施する難⺠⽀援事業本部と NGO 等との四半期毎の調整会合の開催にも従
事した。 

【⽇本教育パスウェイズ・ネットワーク（JEPN）】 
各⼤学等と構成する運営メンバーの⼀員として、隔⽉の⼤学教職員による定期会合の

開催、難⺠背景の学⽣と⽇本社会出⾝の学⽣による学⽣会合の開催等に従事した。また、
各⼤学で受け⼊れの学⽣からの相談等に対応すると共に、在留資格、⽣活、就職活動に
関する情報提供を⾏った。 

 
（オ） 公的制度や運⽤の改善に関する政策提⾔ 

 アフガニスタン退避者受け⼊れコンソーシアム（AFA）のメンバー団体として、難
⺠・避難⺠に対する⽇本語教育の充実に向けた提⾔の策定に寄与した。 

 
3. 評議員会及び理事会の開催 
① 評議員会 

第 1 回定時評議員会（2024 年６⽉ 20 ⽇） 
 第 1号議案：2023 年度決算の承認の件 

報告第１号：2023 年度事業報告 
報告第２号：裨益者及び事業関係者の⼈権配慮に関する取り組み 
報告第３号：資産運⽤体制及び資産運⽤⽅針の⾒直し状況の報告 
報告第４号：各選考委員会選考結果報告 
 

第 1 回臨時評議員会（決議の省略）（2024 年８⽉ 27 ⽇） 
   第１号議案 特定⾮営利活動法⼈難⺠⽀援協会からの事業の譲受けの承認の件 

第 2号議案 評議員及び役員報酬規程の⼀部改訂の承認の件 
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② 理事会 
第 1 回通常理事会（2024 年 6 ⽉ 11 ⽇） 

第１号議案 2023 年度事業報告の承認の件 
第２号議案 2023 年度決算（案）の承認の件 
第３号議案 2023 年度第１回就労・⾃⽴⽀援対象者（⽇本語講座）選考の件 
第 4号議案 ⼤学受け⼊れ留学⽣選考委員の選任の件 
第５号議案 第１回定時評議委員会の召集の件 
第 6号議案 ⼀般社団法⼈志有会との覚書締結の件 
報告第 1号：裨益者及び事業関係者の⼈権配慮に関する取り組みの件 
報告第２号：代表理事及び業務執⾏理事の職務執⾏状況の報告  
報告第 3号 資産運⽤体制及び資産運⽤⽅針の⾒直し状況の報告 
 

第１回臨時理事会（決議の省略）（2024 年８⽉ 19⽇） 
        第１号議案 2024 就活メンターシップ・プログラム参加者選考の件 
     第２号議案 謝⾦規定の⼀部改訂の承認の件 
     報告第 1号 五⽉⼥輝美⽒の資産運⽤アドバイザー任命について 

 
第２回臨時理事会（決議の省略）（2024 年８⽉ 23 ⽇） 

         第１号議案 特定⾮営利活動法⼈難⺠⽀援協会からの事業の譲受けの承認の件  
        第２号議案 臨時評議員会の招集の件 

 
第３回臨時理事会（決議の省略）（2024 年９⽉ 22 ⽇） 

第１号議案 就労・⾃⽴⽀援対象者（⽇本語 N３対策講座第１期クラス）受講者
選考の件 
第２号議案 渡邉利三国際奨学⾦募集要項改訂の件 
第３号議案 資産運⽤アドバイザリー契約締結の件 

 
4. 公益認定申請 

2023 年 11 ⽉に公益認定再申請について、内閣府公益認定等委員会からの指摘及び
質問に対する対応や回答を⾏い、2024 年 10 ⽉１⽇付で公益認定を取得した。 

 
以上 
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附属明細書 
 
資料１ 受け⼊れ教育機関⼀覧 

■⼤学（18 ⼤学・50⾳順） 
関⻄⼤学（⼤阪府） 
関⻄外語⼤学（⼤阪府） 
関⻄国際⼤学（兵庫県） 
慶應義塾⼤学（東京都） 
国際基督教⼤学（東京都） 
上智⼤学（東京都） 
創価⼤学（東京都） 
⼤東⽂化⼤学（埼⽟県） 
テンプル⼤学ジャパンキャンパス（東京都） 
東京⼥⼦⼤学（東京都） 
常磐⼤学（茨城県） 
フェリス⼥学院⼤学（神奈川県） 
⽂京学院⼤学（東京都） 
武蔵野⼤学（東京都） 
明治⼤学（東京都） 
⽴教⼤学（東京都） 
⿓⾕⼤学（京都府） 
早稲⽥⼤学（東京都） 
 
■専⾨学校（2 校） 
総合学院テクノスカレッジ（東京都） 
⽇本写真芸術専⾨学校（東京都） 

 
■⽇本語学校（23 校） 
仙台国際⽇本語学校（宮城県） 
⽇本国際⼯科専⾨学校（千葉県） 
船橋⽇本語学院（千葉県） 
ABK学館⽇本語学校（東京都） 
カイ⽇本語スクール（東京都） 
新宿⽇本語学校（東京都） 
東京⼯学院⽇本語学校（東京都） 
東京国際外語学院（東京都） 
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東京明⽣⽇本語学院（東京都） 
京都⺠際⽇本語学校（京都府） 
倉敷外語学院（岡⼭県） 
国際⾔語⽂化センター附属⽇本語学校(ICLC)（沖縄県） 
 「ウクライナ学⽣⽀援会」参加の以下の各⽇本語学校 
メロス⾔語学院（東京都） 
⽇本語センター（京都府） 
清⾵情報⼯科学院（⼤阪府） 
コミュニカ学院（兵庫県） 
神⼾住吉国際⽇本語学校（兵庫県） 
専⾨学校湖東カレッジ（熊本県） 
国際ことば学院⽇本語学校（静岡県） 
ループインターナショナル⽇本語学校（⼤阪府） 
AMA⽇本語カレッジ（兵庫県） 
創智国際学院（兵庫県） 
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資料 2. 留学⽣受け⼊れに際しての各教育機関及び当財団による⽀援内容 
 
【⽇本語学校】 
・学費無償にて 2 年間（約 1500 時間、⽇本語能⼒検定試験 N2, CEFR B2 レベル到
達）の⽇本語教育 

・通常留学⽣に提供する住居探し、⾏政⼿続き、⽣活相談、進路相談、アルバイト紹
介等の⽀援を提供 

【専⾨学校】 
・学費無償にて卒業まで必要年数の専⾨学校教育 
【⼤学】 
・学費無償にて 1-2 年間の⾮学位プログラム（留学⽣別科、科⽬履修⽣等）での⽇本

語教育及び授業履修 
・学費無償にて学位プログラム（学部・⼤学院）での⾼等教育（編⼊を含む⼊試合格

の場合） 
・以上在学期間中の寮等の住居提供及び⽣活費⽀給 
・通常留学⽣に提供する⾏政⼿続き、⽣活相談、進路相談、アルバイト紹介等 
・受け⼊れ留学⽣をサポートする学⽣グループの協⼒ 
（以上は⼤学によって条件が異なる場合もある） 
【当財団】 
・募集・選考と各教育機関への推薦 
・在留資格・査証取得⽀援、また渡航費⽀援 
・来⽇前後の受け⼊れ⽀援と⽣活⽴ち上げ⽀援 
・半年間の⽣活費⽀援（ただし、⾏政・企業等からの住居⽀援がある場合は来⽇時⽀

援⾦のみ） 
・当財団が定期⾯談と進路相談及び情報提供 
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資料 3. 来⽇時オリエンテーション項⽬ 
 

・先輩留学⽣による経験共有（⽂化・社会、⾷事と家計、⽇本語習得、アルバイト、進
学・就職準備） 
・在留資格・⾏政⼿続き 
・⽇本の⽂化・習慣 
・⽣活関連情報（公共交通機関、⾃転⾞、コンビニエンスストア、銀⾏、電⼦マネー等） 
・メンタルヘルスの課題への備え 
・災害・事故への備え 
・⼈権とジェンダーに関する理解と事件への備え 
・メディア取材への理解と備え 
・在⽇同国⼈コミュニティ等の紹介 
・留学⽣のアルバイト概要 
・留学⽣のキャリア形成 
・やさしい⽇本語での履歴書作成 
・アルバイト⾯接演習 
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資料４．⽇本教育パスウェイズ・ネットワーク（JEPN）加盟機関 
 

関⻄⼤学（⼤阪府） 
関⻄外語⼤学（⼤阪府） 
関⻄国際⼤学（兵庫県） 
関⻄学院⼤学（兵庫県） 
慶應義塾⼤学（東京都） 
国際基督教⼤学（東京都） 
上智⼤学（東京都） 
創価⼤学（東京都） 
⼤東⽂化⼤学（埼⽟県） 
テンプル⼤学ジャパンキャンパス（東京都） 
天理⼤学（奈良県） 
東京⼤学（東京都） 
東京⼥⼦⼤学（東京都） 
東北⼤学（宮城県） 
常磐⼤学（茨城県） 
フェリス⼥学院⼤学（神奈川県） 
⽂京学院⼤学（東京都） 
法政⼤学（東京都） 
武蔵野⼤学（東京都） 
明治⼤学（東京都） 
⽴教⼤学（東京都） 
⿓⾕⼤学（京都府） 
早稲⽥⼤学（東京都） 
パスウェイズ・ジャパン（東京都） 
Japan ICU Foundation（⽶国） 
（計 25 団体） 
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資料 5.メディア掲載実績 

2024/04/02 毎⽇新聞『4 ⽉新たな⼀歩』（福岡で就職した学⽣への取材記事掲載） 
2024/06/19 NHKニュース『キャッチ！世界のトップニュース 増加する難⺠・避難⺠ 
⽇本に求められることは』（当団体の事業成果について放映） 
2024/06/20 NHKニュース７ 『世界難⺠の⽇ ウクライナからの避難』（当団体の事業成
果について放映）   
2024/08/01 国際⼈流 『難⺠の議論を交わらせたい／交わっていく難⺠等⽀援』（当団
体より寄稿） 
2024/08/01 「てんこもり」令和 6 年 8 ⽉号『開かれた包摂社会に向けて』（理事より寄
稿） 
 

  

https://www.nhk.jp/p/catchsekai/ts/KQ2GPZPJWM/episode/te/NJR1PRM7KY/?fbclid=IwZXh0bgNhZW0CMTAAAR2LvJ6aAkS8J2yjXFH6bnn-086uprv503rFQH3txyEphOTwKIz34mpqGOw_aem_-U2aKOmOp-siQerYOibIvA
https://www.nhk.jp/p/catchsekai/ts/KQ2GPZPJWM/episode/te/NJR1PRM7KY/?fbclid=IwZXh0bgNhZW0CMTAAAR2LvJ6aAkS8J2yjXFH6bnn-086uprv503rFQH3txyEphOTwKIz34mpqGOw_aem_-U2aKOmOp-siQerYOibIvA
https://www.nyukan-kyokai.or.jp/pages/18/
https://www.vec.or.jp/kansai-newsletter/2024080915
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資料６. 講演・シンポジウム等実績 
（個別企業等での講演は⾮掲載） 

６⽉５⽇-７⽇ 第三国定住と補完的パスウェイズに関する政府・国際機関・NGO３者会
合出席（於ジュネーブ、代表理事及び職員１名） 

6 ⽉ 26 ⽇-28 ⽇ 教育パスウェイズに関するグローバル・タスクフォース第３回実践者コ
ミュニティ会合を共催（於ワシントンD.C国際教育研究所（IIE）.、代表理事） 
8 ⽉６⽇ ⽇本財団第１回社会課題研究ゼミ『ロシア・ウクライナ情勢、⽇本のわたした
ちができること』にて講演（東京、代表理事） 
9⽉６⽇ 国際協⼒機構（JICA）教育協⼒ウィーク 2024 の教育パスウェイズに関するシ
ンポジウムで事例発表（東京、代表理事） 
 


